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熊本市

〜ＳＤＧｓ未来都市としての取組〜
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地域力×防災・減災のまちづくり×ＳＤＧｓ

安心安全な「上質な生活都市」へ
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令和元年度 ⾃治体ＳＤＧｓモデル事業選定都市⼀覧

提案者名 ⾃治体SDGsモデル事業タイトル

1福島県郡⼭市 ＳＤＧｓ 体感未来都市 こおりやま

2神奈川県⼩⽥原市 ⼈と⼈とのつながりによる「いのちを守り育てる地域⾃給圏」の創造

3新潟県⾒附市 「歩いて暮らせるまちづくり」ウォーカブルシティの深化と定着

4富⼭県南砺市
「南砺版エコビレッジ事業」の更なる深化
〜域内外へのブランディング強化と南砺版地域循環共⽣圏の実装〜

5福井県鯖江市
⼥性が輝く「めがねのまちさばえ」
〜⼥性のエンパワーメントが地域をエンパワーメントする〜

6京都府舞鶴市 『ヒト、モノ、情報、あらゆる資源が つながる“未来の舞鶴”』創⽣事業

7岡⼭県⻄粟倉村 森林ファンドと森林RE Designによる百年の森林事業Ver.2.0

8熊本県熊本市 熊本地震の経験と教訓をいかした地域（防災）⼒の向上事業

9⿅児島県⼤崎町 ⼤崎システムを起点にした世界標準の循環型地域経営モデル

10沖縄県恩納村 「サンゴの村宣⾔」ＳＤＧｓプロジェクト

2019.7.1 令和元年度
「ＳＤＧｓ未来都市」選定証授与式
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熊本県熊本市

＜取組課題＞
災害時に力を発揮する
地域コミュニティの活性化

⚫ 日本一の園芸産地づくりの推

進

⚫ くまもと食の復興ＰＲ・ブランド

化や地産地消の推進

⚫ ＥＶバスをはじめとする新産業

の創出支援

⚫ 医工連携によるヘルスケア産業

の振興

⚫ 自然環境や歴史施設、復興過

程をいかした観光の振興

自然環境

健康

環境

経済 社会

⚫ 健康を軸とした自主自立のまちづくり

⚫ 避難所運営委員会設置と防災士養成

⚫ 学校での防災教育、ＥＳＤの推進

⚫ 災害時要援護者対策と地域包括ケア

の構築

⚫ 基幹公共交通軸の強化とバス路線網

再編

＜取組課題＞
自然環境をいかした
防災・減災対策の強化

農業

防災

防災・減災

平成28年に発生した熊本地震での経験をいかし、自主自立のまちづくりを行う「地域主義」という基本理念にもとづい
た「地域（防災）力の向上事業」により地域単位の防災力を高めるとともに、地域エネルギーの地産地消、 EVによる
電力供給、EVバスの導入促進等によりエネルギー（電力）を核としたライフラインの強靭化を促進。

⚫ 地下水の質・量の保全と地域循環

⚫ マンホールトイレの設置等による避難所環境の向上

⚫ 官民連携による防災井戸や電力の確保

熊本地震の経験と教訓をいかした地域（防災）力の向上事業

＜取組課題＞
新しい熊本の成長をけん引する

地域経済の活性化

エネルギー

ヘルスケア

観光

ごみ焼却施設の電力・余
熱利用で健康増進施設
運営→地域活性化
（災害時は避難所）

低炭素化・大気汚染の低減

自立分散型エネルギー
システムで電気料金削減

地域エネルギー会社
EV充電拠点

平時/災害時併用

①地域エネル
ギーの地産地
消の発展

②ＥＶの電力供
給に係る官民
連携事業

③ＥＶバスの導
入促進事業

ライフライン強靭化プロジェクト

防災・環境意識の向上
(災害時は避難所等で電力供給)

産官学による中古バスのEV化
による新産業創出

(災害時は避難所等で電力供給)

大規模災害時に充電拠点から
ＥＶ、ＥＶバスを避難所等へ

復旧中の熊本城

三側面をつなぐ統合的取組

２ 熊本市のSDGｓモデル事業
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蓄電池として避難場所等で活用

浴場・運動施設による健康増進
交流促進による地域活性化

⇒災害時は避難所となる

新産業の振興・CO２削減

EV充電拠点

ＥＶ

家庭避難所（学校）や病院など

ごみ焼却施設

災害時

電
力

①ZEH ②EV ③中小企業

⇒家庭や中小企業への省エネ支援

自立分散型のエネルギーシステムにより

年間1.6億円の電力料金が削減
市施設へ

産官学が協力し、ＥＶバスの開発を
行い、熊本市がバスを運行

ＥＶバス

地域エネルギー会社

災
害
時

健康増進施設
（コミュニティ拠点）

電力･余熱利用

熊本市 出資

②ＥＶ車の電力供給に係る官民連携事業 ③ＥＶバスの導入促進事業

EVを避難所で給電車として活用

①地域エネルギーの地産地消の発展

ライフライン強靭化プロジェクト
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平成28年熊本地震では、本市で約278,400戸、県内では約455,200戸が停電。多くの避難所も停電し、明かりのな
い中での避難者受入や安全確認作業は困難を極め、防災対応の拠点となる市施設も36施設で通信が一時不能と
なるなど混乱に陥った。 このような経験を通し、ライフラインの重要性を痛感したことから、本市の強みである「地域
力」をいかしつつ、「エネルギー（電力）」を中核とし、ライフラインの強靭化に資する以下を統合的取組とした。

三側面をつなぐ統合的取組



①地域エネルギーの地産地消の発展

EV充電拠点
避難所や病院など

自営線

大規模災害時 ⇒充電拠点からＥＶ、ＥＶバスを避難所等へ

平成30年度より本市の東・西環境工場（ごみ焼却施設）で発電した電力を市の施設に供給する
「自立分散型エネルギーシステム」を構築し、これまで大手電力会社に支払っていた電気料金を
域内に循環させることができるようになり、年間約1.6億円の電気料金を削減。
その削減分等を基に平成30年度に「熊本市省エネルギー等推進基金」を創設し、市民や中小企
業を対象として省エネ機器等への助成を行うことで本市のCO2の削減に寄与している。
平成30年11月には、地域内資金循環、税収や雇用創出、地元発注など地域経済好循環の推進
の観点から、JFEエンジニアリング株式会社により設立された地域エネルギー会社に出資を行い、
平成31年度から、以下の４本の柱を軸に更なる相乗効果を生み出すこととしている。

ア 自営線敷設

イ 市施設への大型蓄電池設置

ウ 地域住民の健康増進活動支援

エ 省エネルギー機器等導入推進事業補助金

熊本市西部環境工場
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② ＥＶの電力供給に係る官民連携事業

電気自動車を活用した持続可能なまちづくりに関する連携協定

協定日：令和元年７月２２日
協定者：熊本日産自動車株式会社、日産プリンス熊本販売株式会社

日産自動車株式会社
協定内容：

①電気自動車の普及促進による市民の環境意識の向上
②災害時における電気自動車の活用による市民の安全確保（電力の供給）
③電気自動車の普及を通じた地域課題

令和元年７月２２日に日産自動車株式会社と、災害時に販売店及び事業者が所有する電気自
動車を、避難所や病院等で給電することで停電時の電力供給を確保する協定を締結。
平時においても、防災訓練や野外で行われる市のイベント等で電気自動車による給電をイベン
ト運営に使用することで、市民の防災・環境両面での意識向上を図る。
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③ ＥＶバスの導入促進事業

熊本大学を中心とする地元産学官の連携により開発製造を目指している廉価で普及型のEVバス
の実証試験が本市で行われた。（事業期間：平成30年2月～平成31年2月）
この熊本発のEVバスを、多くの観光客が乗車し、復旧中の熊本城周辺を走行する「熊本城周遊
バス」に令和元年12月から導入する。これにより実際の運行時のデータを収集、分析することで、Ｅ
Ｖバスの実用化に向けた標準仕様等の提案を行い、全国においてもEVバス普及、促進への大きな
契機とする。
また、ＣＯ２削減効果等を車内にリアルタイムで表示されるシステムを確立し、モニターにて常時
表示させることで、観光客等に対してＥＶバスの温暖化、大気汚染、騒音等に対する環境性能を見
える化するとともに、ＳＤＧｓ未来都市、環境にやさしい都市という熊本市の都市イメージを訴求する。
災害時には、このEVバスに外部給電設備を搭載することで、“動く蓄電池”として避難所に派遣する
など、ライフライン（電力）として活用する。
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EVエンンの写真
（リーフ電池が２つある写真）


